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募集新株予約権の機動的な発行（ストックオプション・プール）の概要 

 

2025年 1月 20日 

One Asia Lawyers 東京オフィス 

弁護士 松宮浩典 

 

「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部

を改正する法律」が改正され（以下「本改正」といいます）、2024 年 9 月 2 日に本改

正の一部が施行されました。 

今月のニューズレターでは、本改正のうち産業競争力強化法関連の「募集新株予約

権の機動的な発行に関する制度」1（以下「本制度」といいます）について解説いた

します。 

 

１ 背景 

 

従前、ストックオプションは、特にスタートアップにおいて、人材確保の観点から

重要であるものの、スタートアップを含む非公開会社においては、株主総会の特別決

議でストックオプションの内容を定めることが必要でした（会社法第 238 条第 2 項、

第 309 条第 2 項第 6 号）。また、取締役（取締役会設置会社にあっては、取締役会。

以下において同じ。）に決定を委任できる範囲や期間が限定されており（会社法第

239 条）、柔軟性や機動性に欠ける状態にありました。スタートアップの人材確保を

より後押しするため、本改正により会社法の特例を措置し、スタートアップによるス

トックオプションの柔軟かつ機動的な発行を可能とするため、本制度が創設されまし

た（産業競争力強化法2第 21条の 19）。 

 

２ 本制度の内容 

 

（1） 改正内容について 

本制度は、所定の適用要件を満たし、経済産業大臣及び法務大臣の確認を得たスタ

ートアップを対象に、予め自社において一定の範囲でストックオプションの発行枠を

定め、役員や従業員に対して柔軟かつ機動的にストックオプションの発行を可能とす

る制度です。 

これまで、募集新株予約権の募集事項の決定を取締役に委任する場合において、権

利行使価額や権利行使期間は取締役に委任することができず、取締役に委任可能な期

 
1 経済産業省「募集新株予約権の機動的な発行（ストックオプション・プール）に関する制度」 
2 産業競争力強化法（抜粋） 

https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/stockoptionpool/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/stockoptionpool/law_industrial_competitiveness_enhancement_act.pdf
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間に制限がありました。そこで本制度では、募集新株予約権の募集事項に関して、①

株主総会から取締役へ委任できる事項として権利行使価額及び権利行使期間の追加、

②委任の有効期間（株主総会決議の日から 1 年間）の延長が可能となります。 

 

改正内容について（経済産業省「募集新株予約権の機動的な発行に関する制度の創設」

より抜粋） 

 

（2） 適用要件について 

本制度の適用を受けるためには、以下の適用要件 1 及び 2 を満たす必要があります。 

 

【適用要件 1】 

次の①～③のいずれにも該当すること（産業競争力強化法第 21条の 19第 1項）。 

① 設立の日以後の期間が 15年未満の株式会社であること 

② 募集新株予約権の発行に関し、株主の利益の確保に配慮しつつ産業競争力を強

化することに資する場合として経済産業省令・法務省令で定める要件に該当す

ること 

③ 経済産業省令・法務省令で定めるところにより、経済産業省及び法務大臣の確

認を受けていること 

 

【適用要件 2】 

次の(a)～(d)のいずれにも該当すること（産業競争力強化法に基づく募集新株予約

権の機動的な発行に関する省令3第 1条）。 

(a) 株式会社が以下の①～③のいずれかに該当すること。 

 
3 産業競争力強化法に基づき募集新株予約権の機動的な発行に関する省令 

https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/stockoptionpool/overview.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/stockoptionpool/ministerial_ordinance.pdf
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① 株主間契約で上場又は事業譲渡若しくは当該株式会社以外の者が、当該株

式会社の株式を取得することにより、当該株式会社の総株主の議決権の過

半数を有することのいずれかに関する書面又は電磁的記録による合意があ

ること 

② 株式会社の発行する株式又は新株予約権が、投資事業有限責任組合契約に

おいて営むことを約する事業において保有されていること 

③ 残余財産の分配又は取得条項についての定めがある種類株式を現に発行し

ていること 

(b) 以下の①～③のいずれかの者に対して募集新株予約権を割り当てる対象者とし

ていること。 

① 当該株式会社又はその子会社の役員 

② 当該株式会社又はその子会社の使用人 

③ 当該株式会社に対して役務を提供する者 

(c) 当該株式会社の株主と当該株式会社との間又は当該株式会社の株主の間に、当

該株式会社が募集新株予約権を発行する条件その他の当該株式会社が募集新株

予約権を発行する場合の取扱いに関する書面又は電磁的記録による合意がある

こと。 

(d) 募集事項の決定を取締役会に委任するときは、株主総会において、取締役がそ

の旨を説明することとしていること。 

 

本制度を導入する際、募集事項の決定を取締役に委任する決議があった場合には、

株主になろうとする者及び新株予約権者となろうとする者に速やかに通知しなければ

なりません。また、取締役が募集新株予約権の募集事項を定めたときは、株式会社は、

その募集新株予約権を割り当てる日の 2 週間前までに、株主に当該募集事項を通知す

ることが義務付けられています。 

さらに、募集新株予約権について、金銭の払込みを要しないこととすること又は払

込金額が当該募集新株予約権を引き受ける者に特に有利な条件又は金額であるときは、

株主総会決議によって、以下の事項を定める必要があります。 

① 当該募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法  

② 当該募集新株予約権を行使することができる期間 

③ 当該募集新株予約権の数の上限 

④ 当該募集新株予約権の割当日を当該決議の日から 1年以内とする旨 

この場合、取締役は株主総会にて、当該条件又は金額で当該募集新株予約権を引き

受ける者の募集をすることを必要とする理由の説明義務が課されている点に留意が必

要です。 

 

以上 
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--------------------------------------------------------------------------------  

本記事に関するご照会は以下までお願いいたします。 

弁護士 松宮浩典 

hironori.matsumiya@oneasia.legal 

 

 

松宮浩典 

One Asia Lawyers 東京オフィス パートナー弁護士 

 

外資系法律事務所において日本国内外の投資ファンドを代理して

不動産を中心とするファイナンス業務に携わった後、日系の法律

事務所において企業間の紛争解決、Ｍ＆Ａをはじめとする企業法

務全般に携わる。 

現在は、日本国内及びアジア・クロスボーダーのＭ＆Ａ、オフィ

スビル、倉庫、ホテル等の大型不動産の取得及び売却に係るファ

イナンス業務や企業間の紛争解決を主たる業務としつつ、多数の

企業の法律顧問又は社外監査役を務め、コーポレート・ガバナン

ス関連業務も担うなど、企業関連の法律業務全般に精通。  

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers Group は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包

括的なリーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワー

クです。One Asia Lawyers Group は、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバー

ファームを有し、各国の法律のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラク

ティカルで、シームレスなリーガルサービスを提供しております。   

こ の 記 事 に 関 す る お 問 い 合 わ せ は 、 ホ ー ム ペ ー ジ  https://oneasia.legal ま た は

info@oneasia.legal までお願いします。 

なお、本ニューズレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グ

ループ・メンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分

は執筆者の個人的見解であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般

的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。

個別具体的事案に係る問題については、必ず各メンバーファーム・弁護士にご相談くださ

い。 
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